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1 はじめに

伊那谷における木質バイオマス活用への取り組み

一上伊那森林組合を事例としてー

信州大学農学部教授小池正雄

先進資本主義国にとって工業化段階としての 20世紀が終わりを告げ、地球環境に優しい持続的

循環型資源を活用する 21世紀型社会が到来している。

本稿においては 21世紀型社会のメ川クマールとなる環境に優しい持続的循環的資源となりうる

自然エネルギ一、その中でも国土面積の 67%を占める森林から供給される資源である木質ノ〈イオマ

スエネルギー活用への取り組みに関して考察を加える1)。なお考察の場としては伊那谷を取り上げ

上伊那森林組合の取り組みを見ていくこととする。

2 木材市場を巡る国際的状況と木質バイオマスエネルギーの活用の現状

現在世界木材市場は、北米(米加)・ EU・東アジア(日、中、韓)という三極を中心に構成され

ている。これら三極には多国籍林業資本が存在しており、多国籍コンサルタント資本と連携・協力

する中で世界に 10ほど存在する森林認証制度の何れかをクリヤーし環境基準をクリヤーした乾燥

材であり、ヤング係数が表示された工業製品化した木材を生産し加工し流通させている。このよう

に現在認証材・乾燥材・一定のヤング係数という工業製品化された価格競争力を持った木材のみが

世界市場に出回っている。

このような中で世界の三極における個別農林家の経営環境は何処も厳しく政策的支援の下で辛う

じて森林管理が可能となっている水準である。しかし特にEUにおいてはいち早く人工造林が進み

森林資源の成熟化も進む中で多国籍林業資本を頂点とした木材利用の枠組みが整備されており、木

材のカスケード的利用の枠組みの中に木質ノ〈イオマスエネルギーの活用に関わる枠組みが組み込ま

れている。一次エネノレギーに占めるバイオマス利用割合を 1995年の 3%から 2010年の 8.5%にま

で引き上げると『再生可能エネルギ一白書』では明言している。そして地球環境に優しい持続的循

環的資源としての木質バイオマスエネルギー活用を促進する税制等政策的枠組みも整備されている。

よってEUにおいては、大規模木材産業の原木のカスケード的利用の一環としての木質ノくイオマス

の活用である大規模な地域熱供給型のスカンジナビア型。あるいは古くから木質エネルギーの利用

構造が定着しており農村部の木質エネルギー活用は現在も健在であり農村部は勿論のこと、地方都

市等の都市部における小規模地域熱供給と個別家庭における暖房がうまく調和して展開しているド

イツ・オーストリア型などが存在している。木質ノ〈イオマス等再生可能エネルギー普及推進のため

の地域エネルギ一事務所の存在と活発な活動も見られ、木質ノくイオマスエネルギー活用の方向は地

に足の付いた形で一段と前進しつつある 2)。

3 我が国における木質バイオマスエネルギー活用の取り組みの活発化

わが国において過去にも木質ノ〈イオマスエネルギー活用の経験があった。 1970年代の二度のオイ

ルショックを機に我が国の北海道から九州に至る各地で、主として紙パルプ資本向けの大手チップ

製造業者(製材兼営も含む)が木質ベレット分野やオガライト製造分野に進出した。彼らはチップ

生産の際に出る副産物のパークや廃材の有効活用に取り組んだ訳である。一時的にベレツトストー

ブも普及し生産も軌道に乗った。しかしその後為替相場が著しい円高基調を示す中で原油価格が低

落し、木質ベレットが総体的に割高となり、全国に 30数社まで拡大していたベレット生産業者の
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うち数社を残して木質ベレット製造分野から撤退した。当時はエネルギー危機克服策としてのベレ

ット製造であり、燃焼機器も改良の余地の大きいものであった。現在のように持続的循環的資源と

しての木質エネルギーとして、環境負苛までをも考えた取り組みではなかったという限界もあった。

現在まで継続して木質ベレットを製造し続けているのは、東北岩手県の葛巻林業、徳島県のツツ

イ産業、高知県の須崎林業の三社のみである。これらの三社が現在まで継続してベレット製造を行

ってきた背景には以下の五要因が存在している。

① 経営者のベレットへの思い入れと卓越した経営者能力。

② 現在も紙パルプ資本へ納入するチップを製造している。

③ 経営の多角化を行っている。

④ 原料の仕入れに工夫を凝らしていること(樹皮・間伐材・建築廃材・おがくず等)、自己の廃

棄物処理を兼ねたり無料仕入れ部分が多いこと。

⑤ 製品の基幹的販路を確保していること(病院・プール・森林組合・国民宿舎・地方自治体の

施設・温泉旅館・他地域の廃業した業者の顧客・全国のベレット研究団体)。

これら三社のベレット生産における当面する課題を見てみると、次の六点が挙げられる。

① 原料確保をより効率的に行うべきか?

② 生産費を如何にして低下させるべきか?

③ ベレットの販路拡大の課題。

④ 燃焼機器をよりよく改良しかっ一般消費者が利用しやすい価格で知何に供給すべきか?

⑤ ベレット燃焼後の灰処理の問題。

⑥ 森林資源、の総合的利用。地域内資源循環の観点からのベレット生産を知何にすべきか?

4 上伊那森林組合における木質バイオマス生産事業への取り組み 3)

上伊那森林組合の存在する上伊那地域には以下の 7点の木質バイオマス生産事業を行うに適した

諸条件が存在している。

① 上伊那地域における豊かな自然資源、森林資源と農林業、観光業の存在。

② 地域住民の循環型社会構築に向けての意識の高さ

③ 長谷村における間伐と薪ストーブを結びつける村独自の先駆的枠組みを初めとして上伊那地

域には薪ストーブのネットワークが存在していること。

④ 15年以上前から ATOと称する床暖房給湯を可能とする木質の小型ボイラーの農村部への

普及定着化が見られること 4)。

⑤ 高度な技術基盤を持つ製造業の存在。

⑥ 多くの農林業関係団体や環境NGOの存在。

⑦ 適切な人口規模と地域コミュニテイの存在。

上伊那地域における利用可能な木質バイオマス資源量を見てみよう。上伊那木質ノくイオマスエネ

ルギ一事業化可能性調査の調査結果では以下のごとくなっており上伊那地域には、十二分なベレツ

ト原料としての木質バイオマス資源が賦存している。

① マイナスあるいは無料で住入れが可能なものー松くい虫当年枯損木、松くい虫樹種転換伐採

木、支障木伐採木、 9，400m3、5，640t (内森林組合実績 2，400m3、1，440t ) 

② 有料で仕入れが可能なものー土場曲がり材、土場枝条、製材工場端材、製材工場樹皮、 ダム

流木、製材工場オガコ、未利用間伐材、 38，662m3、2，555t 

③ その他一廃菌床、脱落物樹皮、集成材等加工端材、松くい虫被害木等、 7，817m3、23，414t 
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それではここで何故木質ベレッ卜を目指すのか?木質ベレットの特徴を見てみよう。

① 灯油等の石油製品と同じように取り扱いが簡単である。 (過去の薪や炭は取り扱いが婦女

子・老人労働には重労働で向かなかった.ベレットはこの点を克服できるし、現代的な生活

様式にマッチした使用が可能である。)

② 灯油 FF暖房機と同じように室内に設置することができ、清潔である。

③ 自動制御で熱利用効率を上げることが可能である。

④ 薪炭に比べ輸送効率が高い。

⑤ 貯留性が良い。

結局ベレットは、高度経済成長期以前エネルギー革命以前の薪炭という木質エネノレギ一利用の欠

点を克服し、灯油やその他の石油製品並の使い易さを兼ね備えた、 21世紀型持続的循環型社会に

相応しい、環境共生型の木質ノ《イオマス燃料ということができょう 5)。

それでは上伊那地域における木質ベレット燃焼機器導入の可能性を見てみよう。本地域における

導入候補先として.は、個人消費者、上伊那地域に約 30箇所存在する公共温泉 ・宿泊施設、同じ く

30箇所存在する老人福祉介護施設。小中学校 51校、高等学校、南信森林管理署、市町村役場、農

業関連施設、森林組合等が挙げられる。現在既に導入済みのところもあり、地域が一体となって普

及活動に取り組んでいる。

次に問題となるのがベレット燃焼灰の回収と利用システムである。工場で生産される 1，750tの

ベレットを燃焼すれば、その 5%、75tの灰が一年間に出てくることになる。家庭用のベレットス

トーブでは年間 1'"'-'2 tのベレットを燃焼するから 5から 10kgの灰が出ることになる。この灰は

肥料として、冬季の融雪材として各家庭で足りないくらいである。大口需要箇所から約 6tの灰が

出るが、これは農家向け販売あるいは無料配布、陶磁器の紬薬としての販売、有機肥料メーカーへ

の販売等で十分に処理可能である。

ベレット製造原価を試算してみよう。このようなプラントを立ち上げる場合に、国の補助制度が

存在しており、都道府県、市町村の補助金を嵩上げした形で施設の設置がなされる。平成 14年に

稼動した大阪府森林組合のベレット工場の場合には、国から 50%、大阪府から 10%、関連市町村か

ら15%で 75%の補助で立ち上げている。仮にこの水準の補助金が交付された場合にはベレット価格

は灯油価格の 0.98倍となり灯油と十二分に対抗できることになる。できる限りこの水準に近づける

形でのスタートが望ましい。もしこの枠組みが不可能なのであれば、灯油価格と同等の価格に環境

に優しい木質ベレットを市場で流通させるため、何らかの税制上の枠組み等を整備する必要がある。

なお事業主体である上伊那森林組合は立ち上がり経費を抑えベレット価格を灯油並みに抑えるべく、

購入価格を極限まで抑える形で用地・建物買収を実施済みである。

4 おわりに

伊那谷における木質ノミイオマス活用への動きは、現在の森林・林業危機の中で旧来からの枠組み

では地域の森林管理が不可能になりつつある現状を打開する方策を、森林ノ〈イオマスを切り口とし

て樹立しようと考え設立された、伊那谷森林ノ〈イオマス研究会を出発点としている。上伊那森林組

合、地域の広範な市民、市町村、県、全国のNGO等が手弁当で駆けつけて取り組みを行うことに

よって、上伊那森林組合が事業主体となって地域に根ざした木質ベレットのプラントを立ち上げる

までに到達している o しかし伊那谷における木質バイオマス活用への取り組みは今始まったばかり

である。世界木材市場の三極構造の中で外国産の安いベレットとの競合の問題も今後発生する可能

性もあろう。地域が一体となって製造技術の技術革新を目指し絶えざる革新を行っていくことは勿

論のこと、何故地域産の木質ノくイオマスエネルギーを活用していくのかという必然性の論理を分か

-4-



2003.3 

り易く地域全体に浸透させていくことにより、今後このプロジェクトに対する今まで以上に強力な

枠組みを構築して支援していくことが必要であろう。

伊那谷のこの取り組みは、地域に根ざした持続可能な循環型社会実現に向けての、 21世紀型森

林管理を展望した、地道な着実な取り組みとして評価することができょう。

今回のプロジェクトを成功に導いていくためには、循環型社会の構築、地球温暖化防止、森林・

環境保全に果たす木質ベレット活用の意義に関する地域住民サイドからのイニシアチブによる内発

的運動、 NGOサイドからのより一層の運動の盛り上がりが不可欠であろう。それに呼応する形で、

政策・行政サイドが地域の森林整備、環境保全、産業育成・雇用創出のための政策とリンクさせ、

情報発信、機器の率先導入の面でのリーダーシップを発揮することも必要であろう。
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バイオマスエネルギーJ1 '" 129， 2002 

4) ATOは家庭用床暖房・給湯用の薪ボイラーである。 ATOに関しては、信州大学農学部の酒

井名誉教授グ、ループが今から 20年以上前から、木質バイオマスエネルギーの有効活用という観

点、から実証試験を重ね実用化し、上伊那地域下伊那地域諏訪地域中心に一定の普及を示してい

る。

5 )現在産業技術総合研究所(旧工業技術院)を初めとする各大学研究機関では直接燃焼・発電+

熱供給の方法以外にも、バイオマスエネルギーの活用に向けて生化学的変換、熱化学的変換技

術の開発実用化に向けて様々な取り組みを行っており、近い将来においてはガス化は勿論のこ

とエタノール、メタン、メタノールの合成、油化によるバイオデイーゼ、ル油の合成等による、

木質ノ〈イオマス活用の大きな可能性が開けている。
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